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地方債
5億5,180 万円
地方債

5億5,180 万円

県支出金
9億134万円
県支出金
9億134万円

国庫支出金
17億 9,214 万円
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35%
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地方譲与金　7,790 万円
利子割交付金　274万円
配当割交付金　355万円
株式等譲渡所得割交付金　478万円
地方消費税交付金　1億 1,213 万円
自動車取得税交付金　2,135 万円
地方特例交付金　719万円
交通安全対策特別交付金　21万円

分担金及び負担金　4,332 万円
使用料及び手数料　6,409 万円
財産収入　377万円
寄付金　314万円
諸収入　1億 4,936 万円

貸付金　4,790 万円
投資及び出資金　430万円
維持補修費　1,390 万円
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建築が進む災害公営住宅
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今
月
号
で
は
、
鏡
石
町
財
政
状

況
の
作
成
及
び
公
表
に
関
す
る
条

例
の
規
定
に
よ
り
、
平
成
26
年
度

上
半
期
の
予
算
状
況
及
び
９
月
定

例
議
会
で
認
定
さ
れ
た
平
成
25
年

度
決
算
の
内
容
に
つ
い
て
一
般
会

計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

【財政用語の解説】
【一般会計】
町の中心となる会計で、行政を運営するための基本的な経
費を計上した会計のことです。

【地方債（町債）】
事業を行うために町が借り入れるお金のことです。

【繰入金】
各種基金の取り崩しや特別会計などから繰り入れるお金の
ことです。

【扶助費】
社会保障制度の一環として、児童、老人、生活困窮者を援
助するための経費のことです。

平
成
26
年
度
も
昨
年
に
引
き
続

き
、
東
日
本
大
震
災
関
連
の
経
費

に
よ
り
大
規
模
な
予
算
規
模
と
な

り
ま
し
た
。
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平成 26年度各会計現計予算状況

平成 25年度各会計決算状況各会計町債残高の状況（町の借入残高）

基金積立金現在高の状況（町の貯金残高）

会 計 区 分 予 算 現 計

一 般 会 計 71億1,541万円

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 14億7,237万円

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 9,488万円

介 護 保 険 特 別 会 計 7億3,955万円

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 3,901万円

工 業 団 地 事 業 特 別 会 計 9,331万円
鏡 石 駅 東 第 １ 土 地
区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 2億　479万円

育 英 資 金 貸 付 費 特 別 会 計 1,075万円

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 5億5,046万円

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 6,663万円

小　　　計 103億8,716万円

上 水 道 事 業 会 計

収益的 2億4,568万円

資本的 3億4,265万円

計 5億8,833万円

合　　　計 109億7,549万円

会 計 区 分 歳　　入 歳　　出
一 般 会 計 82億  707万円 77億5,013万円
国民健康保険特別会計 15億1,299万円 14億7,467万円
後期高齢者医療特別会計 9,161万円 9,132万円
介 護 保 険 特 別 会 計 7億8,212万円 7億6,368万円
土地取得事業特別会計 2,001万円 2,000万円
工業団地事業特別会計 1億1,218万円 1億1,094万円
鏡 石 駅 東 第 １ 土 地
区画整理事業特別会計 1億5,673万円 1億5,564万円

育英資金貸付費特別会計 979万円 979万円
公共下水道事業特別会計 10億3,321万円 9億7,729万円
農業集落排水事業特別会計 9,725万円 9,663万円

小　　　計 120億2,296万円 114億5,009万円

上水道事業会計
収益的 2億4,296万円 2億　375万円
資本的 1億7,652万円 2億8,813万円
計 4億1,948万円 4億9,188万円

合　　　計 124億4,244万円 119億4,197万円
※上水道事業会計の資本的収入額で資本的支出額に不足する額は、　
建設改良積立金等で補てん。

会 計 区 分 町 債 残 高
一 般 会 計 48億3,906万円
駅東土地区画整理事業特別会計 1億7,137万円
公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 35億7,218万円
農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 4億4,904万円
上 水 道 事 業 会 計 10億5,123万円

合　　　計 100億8,288万円
平成 25年度末現在

基 金 区 分 現 在 高
財 政 調 整 基 金 6億8,171万円
減 債 基 金 7,076万円
役 場 庁 舎 新 築 事 業 基 金 7億8,347万円
東 日 本 大 震 災 復 興 交 付 金 基 金 3億7,805万円
そ の 他 11億5,762万円

合　　　計 30億7,161万円
平成 26年 5月 31日現在
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【健全化判断比率】
①実質赤字比率
一般会計などの実質収支は黒字であり、実質赤字比率は該当あ
りませんでした。
②連結実質赤字比率
一般会計などの実質赤字、公営企業会計の資金不足は発生して
おらず、該当ありませんでした。
③実質公債費比率
標準財政規模に対する一般会計などが負担する元利償還金など
の割合は、15.8％で前年度に比べ 1.5％減少しました。
④将来負担比率
標準財政規模に対する一般会計などが将来負担すべき実質効的
な負債の割合は、46.7％と前年度に比べ 39.4％減少しました。

平成 25年度決算に基づく財政健全化判断比率は
いずれの指標についても黄色信号の目印となる早期
健全化基準を下回りました。
財政健全化判断比率の状況

指　　標 健全化判断比率 早期健全化比率
①実質赤字比率 － 15.0%
②連結実質赤字比率 － 20.0%
③実質公債費比率 15.8% 25.0%
④将来負担比率 46.7% 350.0%

鏡石町の財政健全化判断比率の公表

平成 25年度決算

歳入合計
82億 707万円

歳出合計
77億 5,013 万円

町民 1人当たりの納めたお金

（単位：円）合計　1人当たり　118,476 円

町民 1人当たりに使われたお金

（単位：円）合計　1人当たり　601,344 円


